
平成２６年（国）第６２３号

平成２７年４月２７日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金の

支給を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、ＣＲＰＳ（注：複合性局所

疼痛症候群）により障害の状態にあると

して、平成○年○月○日（受付）、厚生

労働大臣に対し、障害認定日による請求

（予備的に事後重症による請求）として、

障害基礎年金の裁定を求めた。

なお、提出されたａ病院ｂ科・Ａ医師

（以下「Ａ医師」という。）作成の平成○

年○月頃現症に係る平成○年○月○日付

診断書（以下「本件認定日診断書」とい

う。）及び平成○年○月○日現症に係る

同日付診断書（以下「本件請求日診断書」

という。）の障害の原因となった傷病名

は、いずれも「複合性局所疼痛症候群（右

上肢）（反射性交感神経性萎縮症）」と記

載されているが、これらはいずれも、Ｃ

ＲＰＳと同一傷病ないしは関連する傷病

と認められるので、以下、これらのいず

れをも「当該傷病」という。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、障害認定日による請

求について、提出された診断書では認定

ができないという理由により本件裁定請

求を却下する旨の処分を行い、事後重症

による裁定請求に対しては、裁定請求日

である平成○年○月○日の障害の状態は

国年法施行令（以下「国年令」という。）

別表に定める障害の程度に該当していな

いためという理由により、障害基礎年金

の支給をしない旨の処分をした（以下、

障害認定日による請求、予備的事後重症

による請求に対する処分を、併せて「原

処分」という。）。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　障害基礎年金の支給は、対象となる障

害の状態が、国年令別表に定める障害等

級１級又は２級の程度に該当しなければ

支給されないことになっている。

２　本件の場合、前記第２の２記載の理由

によりなされた原処分に対し、請求人は、

これを不服として、障害基礎年金の支給

を求めているのであるから、本件の問題

点は、第１に、本件認定日診断書など提

出されている資料に基づいて、請求人の

当該傷病による障害の状態（以下、これ

を「本件障害の状態」という。）が、障

害認定日において、国年令別表に定める

程度に該当していないと認められるかど

うかであり、これが認められない場合は、

第２に、本件障害の状態が、裁定請求日

において国年令別表に定める程度に該当

しないと認められるかどうかということ

になる。

第４　当審査会の判断

１　請求人の当該傷病による障害は、本件

認定日診断書及び本件請求日診断書によ

ると、右上肢の障害と認められるところ、

これにより障害等級２級の障害基礎年金

が支給される障害の程度としては、国年

令別表の８号に「一上肢の機能に著しい

障害を有するもの」、及び、その１５号

に「身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程度

以上と認められる状態であつて、日常生

活が著しい制限を受けるか、又は日常生

活に著しい制限を加えることを必要とす

る程度のもの」が掲げられている。

そして、国年法上の障害の程度を認定

するためのより具体的な基準として、社

会保険庁により発出され、同庁の廃止後

は厚生労働省の発出したものとみなされ

て、引き続き効力を有するものとされて

いる「国民年金・厚生年金保険障害認定



基準」（以下「認定基準」という。）が定

められているが、障害の認定及び給付の

公平を期するための尺度として、当審査

会もこの認定基準に依拠するのが相当で

あると考えるものである。

認定基準の第２「障害認定に当たって

の基本的事項」の「１　障害の程度」に

よれば、上記の「日常生活が著しい制限

を受けるか又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度」とは、必

ずしも他人の助けを借りる必要はない

が、日常生活は極めて困難で、労働によ

り収入を得ることができない程度のもの

で、例えば、家庭内の極めて温和な活動

（軽食作り、下着程度の洗濯等）はでき

るが、それ以上の活動はできないもの又

は行ってはいけないもの、すなわち、病

院内の生活でいえば、活動の範囲がおお

むね病棟内に限られるものであり、家庭

内の生活でいえば、活動の範囲がおおむ

ね家屋内に限られるものである、とされ

ている。

認定基準の第３第１章（以下「本章」

という。）第７節／肢体の障害「第１　

上肢の障害」によれば、「一上肢の機能

に著しい障害を有するもの」すなわち「一

上肢の用を全く廃したもの」とは、一上

肢の３大関節中いずれか２関節以上の関

節の用を廃したもの、すなわち、①　不

良肢位で強直しているもの、②　関節の

他動可動域が、健側の他動可動域の２分

の１以下に制限され、かつ、筋力が半減

しているもの、③　筋力が著減又は消失

しているもの、のいずれかに該当する程

度のものをいうとされ、「身体の機能の

障害又は長期にわたる安静を必要とする

病状が前各号と同程度以上と認められる

状態であって、日常生活が著しい制限を

受けるか、又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度のもの」と

は、両上肢の機能に相当程度の障害を残

すもの（例えば、両上肢の３大関節中そ

れぞれ１関節の他動可動域が、別紙「肢

体の障害関係の測定方法」（注：掲記省略。

以下「測定方法」という。）による参考

可動域の２分の１以下に制限され、かつ、

筋力が半減しているもの）をいい、認定

に当たっては、一上肢のみに障害がある

場合に比して日常生活における動作に制

約が加わることから、その動作を考慮し

て総合的に認定するとされている。そし

て、「関節の用を廃したもの」とは、関

節の他動可動域が健側の他動可動域の２

分の１以下に制限されたもの又はこれと

同程度の障害を残すもの（例えば、常時

（起床より就寝まで）固定装具を必要と

する程度の動揺関節）をいうとされてい

る。

さらに、認定基準の本章第９節／神経

系統の障害によれば、疼痛は、原則とし

て認定の対象とならないが、四肢その他

の神経の損傷によって生じる灼熱痛、脳

神経及び脊髄神経の外傷その他の原因に

よる神経痛、根性疼痛、悪性新生物に随

伴する疼痛等（以下、これらの疼痛を「例

外的疼痛」という。）の場合は、疼痛発

作の頻度、強さ、持続時間、疼痛の原因

となる他覚的所見等により、軽易な労働

以外の労働に常に支障がある程度のもの

は、３級と認定するとされている。

２　また、障害給付に係る障害認定に当

たっては、その障害の状態がいかなるも

のであり、それが国年令別表に定めるい

ずれの程度に該当するかは、受給権の発

生・内容にかかわる重大なことであるか

ら、その認定は客観的かつ公正・公平に

行われなければならないことはいうまで

もないところである。したがって、判断

及び認定は、障害の状態・程度を認定す

べきものとされている時期において、直

接それに係る診療を行った医師（歯科医

師を含む。以下同じ。）ないし医療機関

が作成した診断書、若しくは、医師ない

し医療機関が、診療が行われた当時に作

成された診療録等の客観性のあるいわゆ

る医証の記載に基づいて作成した診断

書、又は、これらに準ずるものと認める

ことができるような証明力の高い資料

（以下、これらの要件を満たすような資

料を、便宜上、「障害程度認定適格資料」



という。）によって行わなければならな

いものと解するのが相当である。

そして、当審査会に顕著な事実によ

れば、保険者は、一般的に、障害認定日

による請求については同日以後３月以内

の現症が記載されている診断書の提出を

求めることとして、障害の程度の認定を

行うべき日における障害の状態は、上記

の期間内の現症日における障害の状態に

よってこれを行うものとする旨の取扱い

をしており、当審査会も、基本的にはこ

れを相当としてきているところである。

３　本件において提出されている全ての資

料の中から、作成者及びその記載内容か

らみて上記障害程度認定適格資料とすべ

きかどうかを検討しなければならないも

のをすべて挙げてみると、それは、①　

本件認定日診断書、②　本件請求日診断

書、③　ｃ病院・Ｂ医師作成の平成○年

○月○日付受診状況等証明書、④　ａ

病院・Ｃ医師（以下「Ｃ医師」という。）

作成の平成○年○月○日付身体障害者診

断書・意見書（肢体不自由用）、⑤　ａ

病院・Ｄ医師・Ｃ医師・Ａ医師（以下

「Ａ医師」という。）作成のｄ病院ｅ科

宛て作成日不詳の２通の紹介・回答書、

⑥　日本年金機構○○事務センター年金

給付グループ長の照会に対するＡ医師作

成の「障害基礎年金の診断書について

（回答）」と題する平成○年○月○日付書

面、⑦　ｆ病院ｇ科・Ｅ医師作成の平成

○年○月○日付診療情報提供書及び添付

された請求人にかかる神経伝導速度報告

書（平成○年○月○日検査日）、サーモ

グラフィ検査結果、⑧　ａ病院作成の請

求人にかかる外来診療録（平成○年○月

○日）⑨　ｈ病院・Ｆ医師作成の平成○

年○月○日付診断書、⑩　ｉ病院・Ｇ医

師作成の平成○年○月○日付診断書、及

び、⑪　ｄ病院作成の請求人にかかるｅ

科外来診療録、ｅ科入院診療録、「硬膜

外ブロックを受ける患者さんへ（治療の

説明及び承諾書）」、入院・手術証明書（診

断書）、看護要約、入院病歴要約、ＭＲ

Ｉ報告書、検査結果報告書、ｊ科外来診

療録、リハビリテーション実施計画書（ｊ

科用）、リハビリテーション記録（ＰＴ）、

リハビリテーション記録（ＯＴ）、リハ

ビリテーション処方箋、ｄ病院ｊ科合同

カンファランス資料、看護計画書、看護

記録などであり、その他には存しないと

ころ、これら各資料（以下「資料①」な

どという。）をみると、次のとおりである。

すなわち、資料①は、障害の原因と

なった傷病名として当該傷病を掲げた上

で、傷病の原因又は誘因は、「転倒、医

療処置　初診年月日（平成○年○月○

日）（当時）」とされ、既存障害、既往症

は記載がなく、診断書作成医療機関にお

ける初診時（平成○年○月○日）所見は、

「右肩～上肢の痛み。ＲＯＭ制限」、現在

までの治療の内容等は、「神経ブロック。

リハビリ薬物療法。」、障害の状態（平成

○年○月頃現症）をみると、切断又は離

断・変形・麻痺、脊柱の障害、人工骨頭・

人工関節の装着の状態の記載はなく、握

力は右８ｋｇ、左２１ｋｇ、手（足）指

関節の他動可動域には、右示指中手指節

関節（ＭＰ）屈曲２５度、関節可動域

（度）は、右肩関節屈曲１１５、右肘関

節屈曲１２５、右手関節背屈５０、掌屈

７０、左上下肢は「健側のためカルテに

記載なし」とされ、四肢長及び四肢囲、

日常生活における動作の障害の程度の記

載はなく、補助用具使用状況は「補助用

具は使用していない」とされ、その他の

精神・身体の障害の状態の状態は、「右

手指ＭＰ関節他動屈曲時痛あり（ＮＲＳ

１０／１０）。右手根屈筋過緊張。右第

３・４・５指ＰＩＰ関節屈曲拘縮。箸の

使用、巧緻動作困難」と記載されており、

現症時の日常生活活動能力及び労働能力

は、「カルテに記載なく、不明」、予後は

「上同」とされている。以上のような障

害認定日における請求人の状態は、右手

根屈筋過緊張、右第３・４・５指ＰＩＰ

関節屈曲拘縮のために箸の使用など巧緻

動作が困難で、右手指ＭＰ関節他動屈曲

時に痛みがあったことが推定されるもの

の、認定対象とすべき右上肢に、他動可



動域が健側に対して２分の１以下に制限

された関節はなく、かつ、関節運動筋力

の記載が一切ないのであるから、これを

もって、障害の状態が、「一上肢の機能

に著しい障害を有するもの」すなわち「一

上肢の用を全く廃したもの」である一上

肢の３大関節中いずれか２関節以上の関

節の用を廃したものとされる、①　不良

肢位で強直しているもの、②　関節の他

動可動域が、健側の他動可動域の２分の

１以下に制限され、かつ、筋力が半減し

ているもの、③　筋力が著減又は消失し

ているもののいずれかに該当するかどう

かを判断することはできない。また、国

年令別表に掲げる「身体の機能の障害又

は長期にわたる安静を必要とする病状が

前各号と同程度以上と認められる状態で

あって、日常生活が著しい制限を受ける

か、又は日常生活に著しい制限を加える

ことを必要とする程度のもの」であるか

どうかについても、これを判断すること

はできない。資料②は、障害の原因となっ

た傷病名に当該傷病が掲げられ、障害の

状態として、平成○年○月○日現症につ

いて記載されている診断書であり、障害

認定日当時の障害の状態についての記載

はなく、本資料によって、障害認定日当

時の本件障害の状態がいかなるもので

あったかを判断することはできない。資

料③は、請求人が、右肩関節痛のために

平成○年○月○日にｃ病院を受診し、肩

関節可動域低下を認めたが、レントゲン

上骨に異常なく、右肩関節周囲炎の診断

で、関節注射、薬物療法、炎症処置を受

けたことが認められるが、本資料によっ

て本件障害の状態がいかなるものであっ

たかを判断することはできない。資料④

は、障害名を右上肢反射性交感神経性萎

縮症、原因となった疾病・外傷名を「右

肩関節周囲炎　疾病」とされ、平成○年

○月○日当時の障害の状態について記載

している身体障害者診断書・意見書であ

り、本件記録によれば、請求人は、同年

○月○日に障害名「右肩関節周囲炎によ

る右上肢機能の全廃」、身体障害者等級

表による級別２級の身体障害者手帳を受

けていることが認められる。しかしなが

ら、本資料には、障害認定日である平成

○年○月○日当時の状態についての記載

はなく、本資料によって本件障害の状態

がいかなるものであったかを判断するこ

とはできない。資料⑤によると、請求人

は、平成○年○月から右肩五十肩の診断

で治療を受けていたが、平成○年○月転

倒して右上肢打撲、肩に注射を受けて以

来、右上肢のＲＳＤ症状が進行し○○市

内の整形外科、神経内科等の検査を受

け、同年○月○日にａ病院を初診、右上

肢はほぼ廃用状態で手背腫脹著明、熱感

伴い、肩、肘、手関節の可動域制限著明

で完全なＲＳＤ状態を呈し、早期リハビ

リテーションの必要性から入院し、持続

硬膜外注入、浮腫に対するステロイド内

服から開始し、関節可動域の改善、自発

痛の消失、浮腫の改善を認めるようにな

り、同年○月○日に持続硬膜外を抜去

し、以後肩甲上神経ブロック、腕神経叢

ブロック、肩関節パンピングを適宜施行

し、右手でのＡＤＬは、食事、衣服の着

脱も不自由があるようであるがリハビリ

テーションに前向きに取り組んでいたと

され、同年○月から○○でリハビリテー

ション継続、疼痛管理を依頼されている。

また、発症機転について、転倒や整形外

科での肩ブロックが直接の原因なのかは

不明とされ、今後の見通しについては、

リハビリテーションの進み度合いで後遺

症が残る可能性があるが現段階では不明

であるとされ、ＲＳＤの時期としてはま

だ急性期であることから完治の可能性も

十分あることを説明されていたことが認

められる。しかし、本資料によって本件

障害の状態がいかなるものであったかを

判断することはできない。資料⑥には、

⑦の平成○年○月○日付のｆ病院ｇ科か

らの診療情報提供書について記載されて

いるが、障害認定日当時の状態の記載は

なく、本資料によって本件障害の状態が

いかなるものであったかを判断すること

はできない。資料⑦によれば、請求人は、



平成○年○月○日から同月○日まで受診

したｆ病院での神経伝導速度検査、サー

モグラフィ検査を受けているが、本資料

によって本件障害の状態がいかなるもの

であったかを判断することはできない。

資料⑧には、障害認定日に近い平成○年

○月○日の再来経過として、軽快してい

る、肘の屈曲は少し良くなった、手指は

同じ、マッサージに通っているだけ、右

手でシャンプーできた、箸がまだ持てな

い、文字は少し書けるようになってきた

などとする記載が認められるが、関節可

動域、関節運動筋力、日常生活動作の障

害の程度など、障害の程度の認定に必要

な記載はなく、本資料によって本件障害

の状態がいかなるものであったかを判断

することはできない。資料⑨及び資料⑩

は、傷病名を「両側内耳性難聴、両側耳

鳴症」ないし「狭心症疑い、咳喘息」と

するもので、当該傷病と別傷病について

記載されているものであり、本資料に

よって本件障害の状態がいかなるもので

あったかを判断することはできない。資

料⑪によれば、請求人は、ａ病院から紹

介され、平成○年○月○日にｄ病院ｅ科

外来を受診、翌日○日から入院し、初診

時には、右手の浮腫、チアノーゼ、右前

腕萎縮があり、同日、硬膜外チューブを

第２・第３胸椎より頭側に５ｃｍ挿入

し、１％キシロカイン（２ｍｌ／時間）

で持続硬膜外ブロックを開始したが、同

年○月○日ブロック注入時に痛みと発熱

があり、硬膜外チューブを抜去し、その

後、レーザーＳＧＢとリハビリテーショ

ンを受けており、同年○月○日に評価さ

れたリハビリテーション実施計画書によ

ると、基本動作として、寝返りは一部介

助、起き上がり、座位、立ち上がり、立

位はいずれも自立で、食事は、セッテン

グすると左手でスプーンを使用し、一部

介助とされていたが、その他の移乗、整

容、トイレ動作、平地歩行、階段、更衣、

排便管理、排尿管理はすべて自立と判断

されている。同年○月○日に同病院を退

院し、その後は、再び、ａ病院に紹介さ

れている。しかし、これらの資料に、障

害認定日当時の請求人の障害の状態につ

いての記載はなく、本件障害の状態がい

かなるものであったかを判断することは

できない。

以上の各資料によれば、障害認定日当

時において、請求人は、右手背の浮腫、

痛み、前腕の萎縮など障害の状態にあっ

たことがうかがわれるものの、それが具

体的にいかなる程度の障害の状態であっ

たかについては、上記の各資料によって

も、また複数の資料を併せてみても、こ

れを判断することはできないので、障害

認定日当時における本件障害の状態が国

年令別表に定めるいかなる程度に該当す

るかどうかを判断することはできない。

４　次に、裁定請求日当時における本件障

害の状態は、本件請求日診断書によると、

障害の原因となった傷病名には当該傷病

が掲げられた上で、平成○年○月○日現

症として、握力は右１２ｋｇ、左２０ｋ

ｇ、手（足）指関節の他動可動域（度）

として、右中手指節関節（ＭＰ）は、示

指屈曲６０、中指屈曲７０、環指屈曲

６５、小指屈曲２５、右近位指節間関節

（ＰＩＰ）（母指では指節間関節）は、環

指伸展－４５、小指伸展－７５とされ、

右上肢関節他動可動域をみると、右肩関

節（屈曲＋外転）２３５、肘関節（屈

曲＋伸展）１４０、前腕（回内＋回外）

１８０、手関節（背屈＋掌屈）１６５で、

健側に比較し、２分の１以下に制限され

ている関節はなく、関節運動筋力の記載

はない。四肢長及び四肢囲の記載はなく、

右上肢機能に関連する日常生活動作の障

害の程度をみると、握る（丸めた週刊誌

が引き抜けない程度）、両手でタオルを

絞る（水がきれる程度）が一人でできて

もやや不自由な程度であるが、その他

の、つまむ（新聞紙が引き抜けない程度）、

ひもを結ぶ（両手）、さじで食事をする、

顏を洗う（顔に手のひらをつける）、用

便の処置をする（ズボンの前のところに

手をやる、尻のところに手をやる）、上

衣の着脱（かぶりシャツを着て脱ぐ、ワ



イシャツを着てボタンをとめる）（両手）

のいずれも一人でうまくできるとされ、

補助用具は使用せず、その他の精神・身

体の障害の状態の状態は、「右環ＤＩＰ

ｊ＋屈曲４５°。寒くなると両肩～上腕

がうずく。右上肢全体がだるい（ＮＲＳ

１～２／１０）。右上腕外側が痛くなる。

右手が冷たくなる。」とされ、現症時の

日常生活活動能力及び労働能力は、「夏

期は症状ほとんどない。しかし冷房の風

などにより痛むことがある。手と肩に違

和感あり。」とされ、予後は今後も同様

な症状が続くと思われるとされている。

このような裁定請求日当時における本

件障害の状態は、右上肢の障害と認めら

れるが、右上肢のいかなる関節にも、他

動可動域が参考可動域ないしは健側の他

動可動域に対して２分の１以上に制限さ

れているところはなく、筋力も記載がな

いところから、著しい低下があるとは認

められず、さらに、上肢機能に関連する

日常生活における動作の障害の程度をみ

ても、補助用具を使用せずに、つまむ、

ひもを結ぶ、さじで食事をする、顏を洗

う、用便の処置をする、上衣の着脱といっ

た基本的な動作が一人でうまくできるの

であるから、それは、一上肢の３大関節

中いずれか２関節以上の関節の用を廃し

たものに当たらないし、日常生活が著し

い制限を受けるか、又は日常生活に著し

い制限を加えることを必要とする程度の

ものには該当しない。そうすると、裁定

請求日当時における本件障害の状態は、

国年令別表に定める２級の程度に該当し

ないし、もとよりそれより重い１級の程

度に該当しない。

なお、請求人は、審査期日において、

ＲＳＤは完治しない病気であり、眠って

いる間も固まっていく恐怖、毎日の激痛

と固まって行く恐怖があり、さらに、障

害年金の申請が自己申告制だというのが

おかしく、それでは、どんなに重症な傷

害のある方であっても申告しなければ障

害年金を貰えないというのはあまりにも

不公平、極まりない、これは制度自体に

問題有りで、医師が、その人を障害と認

めた者は、障害者手帳イコール障害年金

であるべきであり、ＲＳＤを難病指定に

認定することを要望するなど縷々主張し

ているものの、その内容を考慮しても、

提出された診断書等の客観的資料に基づ

いてなされた上記判断が左右されること

にはならない。

５　よって、原処分は妥当であって、これ

を取り消すことはできず、本件再審査請

求は理由がないのでこれを棄却すること

とし、主文のとおり裁決する。


